
 
 

 
平成２２年１０月１４日 

各      位 
会 社 名  株式会社 ハマイ 
代表者名  代表取締役社長 浜井三郎 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード６４９７） 
問合せ先  
役職・氏名 常務取締役管理本部長 入江万峯 

電話０３－３４９２－６７１１ 
 

  株式会社大阪証券取引所への「改善状況報告書」提出のお知らせ 

 

      当社は、平成 22 年 4 月 14 日に提出いたしました「改善報告書」に関して、「ＪＡＳＤＡＱ 

における有価証券上場規程」第 37 条第 1 項の規定に基づき、改善措置の実施状況および運用 

状況を記載した「改善状況報告書」を本日（平成 22 年 10 月 14 日）付にて、添付のとおり提 

出いたしましたので、お知らせいたします。 

 

【添付書類】 

改善状況報告書 

 

以 上 
 
 
 





 
 
Ⅰ 改善報告書の記載事項の概要（注：以下は改善報告書の抜粋です） 

１．経緯 

   弊社は、会社法第２条第６号に定める大会社ではありませんが、旧株式会社ジャスダ

ック証券取引所において施行された、「上場会社の企業行動に関する規範」第７条第１項

第２号の監査役会又は委員会、及び同第７条第１項第３号の会計監査人について、改善

報告書の提出日（平成 22 年 4 月 14 日）現在、それぞれの機関は設置しておりませんで

した。 

     旧株式会社ジャスダック証券取引所における「上場会社の企業行動に関する規範」に

基づく機関の設置等に関して、旧株式会社ジャスダック証券取引所より「コーポレート・

ガバナンスの充実に向けた行動」に関連した公表文書が公表されており、その内容につ

いて、弊社は承知しておりましたが、遵守すべき事項の一部（機関設置）に関し、弊社

の対応について、弊社の認識が不足しておりました。 

 

旧株式会社ジャスダック証券取引所より公表された文書は下記記載のとおりです。 

●平成 20 年 8 月 25 日 

「信頼と活力ある新興市場の機能向上に向けたアクションプラン」の公表 

       ●平成 20 年 11 月 25 日（ＪＱ証（企）20 第 8 号） 

「信頼と活力ある新興市場の機能向上に向けたアクションプランに基づく 

上場制度の整備に伴う業務規程の一部改正等について」の公表 

      ●平成 20 年 12 月 1 日（ＪＱ証（上場）20 第 75 号） 

「信頼と活力ある新興市場の機能向上に向けたアクションプランに基づく 

上場制度の整備について」に関する開示実務上の取扱いの見直し等について 

（別添１）「上場会社の企業行動に関する規範」の概要についての公表 

 

しかし、上記の文書が公表された時点において、弊社の認識とその対応について、弊

社は会社法第２条第６号に定める大会社ではないため、旧株式会社ジャスダック証券取

引所の求めていた企業行動規範に対しての対応は必要ない、と誤認しておりました。 

その後、１年間の猶予期間が経過した時点において、旧株式会社ジャスダック証券取

引所より「コーポレート・ガバナンスの充実に向けた行動」に関する新たな公表があり、

また旧株式会社ジャスダック証券取引所上場部の担当者から連絡を頂き、弊社の対応に

ついて問合わせがありました。 

 

旧株式会社ジャスダック証券取引所より公表された文書下記記載のとおりです。 

●平成 21 年 12 月 1 日（ＪＱ証（上場）21 第 78 号） 

「企業行動規範に基づく機関設置等の対応について」の公表 

●平成 21 年 12 月 25 日（ＪＱ証（企）21 第 14 号） 

「コーポレート・ガバナンスの充実に向けた対応等に係る上場制度の見直しに伴

う業務規程等の一部改正について」の公表 
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        ●平成 22 年 1 月 12 日（ＪＱ証（上場）21 第 95 号） 

「コーポレート・ガバナンスの充実に向けた対応等に係る上場制度の見直しに伴

う実務上の取扱い等の見直しについて」の公表 

 

弊社では、上記の公表内容の再確認と、弊社における具体的な対応をどの様にすべき

かについて、旧株式会社ジャスダック証券取引所上場部の担当者より直接説明を伺った

方がよいとの判断のもと、面会の機会を設けて頂きました。 

     平成 22 年 1 月 13 日午前 11 時、弊社２名（管理本部長と実務担当者）及び弊社の株主

名簿管理人の担当者２名と供に、旧株式会社ジャスダック証券取引所上場部の担当者３

名様と面会し、弊社の事情を説明するとともに、上場部の担当者からあらためて公表さ

れた文書のご説明を受けました。 

 

     まず、当日弊社から説明した内容は、下記のとおりです。 

・弊社は、「会社法における資本金５億円未満の非大会社であり、大会社に求められてい

る機関をすべて設置しなければならない会社には該当しないのではないか」との認識

を持っていたことを説明しました。 

・上場会社に求められている「上場企業の企業行動に関する規範」７条の各項目に関し

て、弊社の現状における機関を説明しました。（下記のとおりです。） 

（１）取締役会……「取締役会設置会社」であります。 

（２）監査役会又は委員会（「会社法」第２条第 12 号に規定する委員会をいう。」 

……「監査役設置会社」ではありますが、「監査役会」は設置しておりません。 

      （３）会計監査人… 設置しておりません。 

        ・平成 22 年 3 月 30 日に定時株主総会の開催を予定しており、既に株主総会の事務手続

きに着手し、印刷物等の準備も進行しており、時間的な制約と特に定款変更に関わる

事項（株主総会の決議事項）であるため、機関設置に関しその対応が極めて厳しい状

況であることを説明しました。 

・平成 21 年 12 月 1 日付けの旧株式会社ジャスダック証券取引所上場部から、全上場会

社の情報開示担当役員宛に公表された「企業行動規範に基づく機関の設置等の対応に

ついて」（ＪＱ証（上場）21 第 78 号）の文書に記載された内容にありますとおり、「同

規範に基づく体制について整備していない又は整備しないこととした場合には、当取

引所に報告することが義務付けられております。」との要請に従い、報告書を提出する

ことをお約束いたしました。 

その後、旧株式会社ジャスダック証券取引所上場部の担当者から記載事項の助言を

頂き、平成 22 年 3 月 18 日「上場会社の企業行動に関する規範」に係る報告書（「有価

証券上場規程第 15 条の 14 第 2 項」の規定によるもの。）を提出いたしました。 
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     提出いたしました報告書の記載内容は、下記のとおりであります。 

・未対応事項について、 

 「上場会社の企業行動に関する規範」第 7 条第１項第２号に規定された会社法上の監

査役会又は委員会、及び同第 7 条１項第３号に規定された会社法上の会計監査人に

ついて決議されておりません。 

・今後の対応予定について、 

  平成 23 年 3 月開催の当社定時株主総会にて、未対応事項を決議する予定です。 

 

・なお、事情説明として、次の内容を記載いたしました。 

   「監査役会」に必要な新たな「社外監査役」の人選についても、昨年より財務分

野の専門家（会計士１名・税理士１名）、業界の事情を熟知している分野の方（１

名）計３名の候補者を検討して、就任の依頼もしておりましたが、弊社側の急な

要請であったことと、候補者様側の事情（他社との関係等）により、具体的な候

補者の決定が出来ませんでした。 

    また、貴取引所（旧株式会社ジャスダック証券取引所）の説明により、ことの

重要性を再認識し、今年に入り再び候補者の人選を検討しましたが、結論には至

らず、また新たな機関設定という重要課題のため、また将来の「独立役員」の選

任を念頭に置くべく、しっかりとした人選に取組むことにいたしました。 

    「会計監査人」におきましても、金融商品取引法に基づく会計監査は信成監査

法人により既に実施しておりますが、会社法に基づく会計監査ではありません。

また現在、契約しております監査法人からは、「会計監査人」の要請について、対

応可能とのご意見を頂いております。しかし、「会計監査人」の設置は「監査役会」

の設置と同様、いずれも定款変更を伴うものであり、株主総会の決議事項でもあ

りますので、事務手続上間に合わなかったことによります。 

従って、平成 22 年 3 月 30 日開催の定時株主総会終了後、臨時株主総会を開催

し定款変更を議案として機関設置を決議する方策もあったかもしれませが、費用

及び事務手続きの負担等を考慮し、弊社では「監査役会」及び「会計監査人」の

機関設置を来年度の株主総会に諮ることにしたため、今回の株主総会の決議事項

にしておりませんでした。 

但し、当該機関が設置された場合、貴取引所（旧株式会社ジャスダック証券取

引所）の要請（有価証券報告書等を行なう公認会計士等を「会計監査人」にする

べき要請）には十分対応できるものと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

4/16 



 

 

２．原因の分析 

(1)機関設置に関して 

このような状況に及びました原因は、経緯においてご説明いたしましたとおり、すべて

弊社の認識の不足と誤認から生じたことであります。また、貴取引所（旧株式会社ジャス

ダック証券取引所）より公表された文書の社内検討体制が機能的になっておらず迅速な対

応が遅れたと考えており、反省しております。 

 

(2)社内における内部統制体制に関して 

まず、改善報告書の提出前における、社内検討体制（公表文書の伝達）の現状を説明い

たします。 

・貴取引所からの公表された文書は、管理本部長（情報開示担当役員）及び事務連絡責

任者が受け取ります。 

・その文書はアウトプットされ、文書の内容別に分類され、管理本部内の業務監査担当

者（総務グループ担当及び経理グループ担当）の各担当者に配布されます。 

・内容に重要性がある場合は、担当者間で協議し、管理本部長に報告します。 

管理本部長は、会社の政策等に関する重要案件について、取締役会に報告し、協議の

上、管理本部長が判断した内容の是非について決済をいたします。 

 

    以上の体制を採っておりながら、今回のような事態が発生した原因は、下記の問題点に

因るものと考えております。 

    業務監査担当者間の協議において、弊社は会社法上の大会社に該当せずその対応は不要

と判断した、認識の不足と誤認が生じておりました。 

     それは、重要性の判断において各担当者の教育が不十分でありました。 

その結果、間違った理解のままとなり、管理本部長へ正しい報告がされなかったことと、

管理本部長はその報告どおりに判断したことも問題が生じた原因です。その後、そのまま

取締役会に報告され、最終判断になったことに因ります。 

また、業務監査担当者の組織としての規程がなく、報告義務の責任所在が曖昧でした。 

この反省に立ち、改善する内容につきましては、改善措置でご説明いたします。 

結果、今回弊社に対し、旧株式会社ジャスダック証券取引所より、平成 22 年 3 月 31 日

付け、「公表措置の実施に関する通知書」（ＪＱ（上場）21 第 138 号）及び「改善報告書の

徴求に関する通知書」（ＪＱ（上場）21 第 139 号）を受けた次第であります。 

弊社といたしましては、今後このような事態が発生しない様、改善措置を厳格に実施して

まいります。 
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３．改善策 

(1)機関設置に関して 

現状を踏まえた上で、機関の設置に係る改善措置の実施状況及び今後の実施予定をご説

明いたします。 
平成 22 年 2 月 19 日開催の取締役会において、下記の事項を協議し決議いたしました。 

 ・「監査役会」の設置を検討し、本年度中（平成 22 年 12 月迄）に結論を出す。 

 ・「社外監査役」の人選を検討し、本年度中（平成 22 年 12 月迄）に候補者の結論を出す。 

・「会計監査人」の設置を検討し、本年度中（平成 22 年 12 月迄）に結論を出す。 

上記の機関の設置につきましては、平成 22 年 9 月末迄に開催する取締役会にて協議し、

社内規程を設けます。また人選においても、同じく平成 22 年 9 月末迄に候補者を選任し、

内諾を頂くことにいたします。 

 

上記(1)の具体的な実施措置として、遅くとも平成 23 年３月開催予定の当社定時株主総

会において、定款の一部変更について、事案の付議及び決議を予定しております。 

    なお、定款の変更の内容は、下記のとおりであります。（下線は変更箇所を示します。） 

・現行定款  

  （機関）第４条 

 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

                （１）取締役会 

                （２）監査役 

                  ＜新設＞ 

                  ＜新設＞ 

・変更案 

  （機関）第４条  

 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

                （１）取締役会 

                （２）監査役 

                （３）監査役会 

                （４）会計監査人 

 

    「社外監査役」の人選については、会社法の規程（監査役会設置会社においては、 

監査役は３名以上で、そのうち半数以上は社外監査役でなければならない。）に基づき、

財務分野の専門家及び業界の事を熟知している候補者を念頭に置き、現在２名の監査

役を３名（うち社外監査役２名）とする体制を予定しております。 

 

    「会計監査人」の人選については、機関が設置され次第、信成監査法人にその就任をお

願いする予定でおります。 
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(2)社内における内部統制体制に関して 

現状を踏まえた上で、社内体制に係る改善措置の実施状況及び今後の実施予定をご説

明いたします。また、平成 23 年 3 月開催予定の当社定時株主総会までの期間における、

貴取引所からの公表文書の管理体制の改善措置についてご説明いたします。 
    現状につきましては、経緯でご説明したとおりでありますので、今後の改善事項をご説 

明し、結果的に再び今回の様な事態が生じない体制に替えます。 

従いまして、今年度より、内部監査体制をより充実させるため、内部管理体制の強化を 

目的として、下記事項に取組みます。 

・管理本部内に、「内部統制事務局」という機関を設置し、従来の「業務監査担当者」

に替えて「内部統制事務局員」として、取引所からの公表文書を整理・確認し、同

時に、責任者を明確にするため、管理本部長を「内部統制事務局長」に位置づけし

ます。これにより、各担当者の判断だけではなく、「内部統制事務局長」は、すべて

の公表文書に対して、決済の責任者となり、取締役会に報告します。 

・但し、明確な条文としての規程は不備のため、新たに「内部統制事務局規程」（仮称）

を早急に作成します。この規程において、従来の「業務監査担当者」から「内部統

制事務局員」に替え、各事務局員に相互チェック意識を持たせるための体制を整え

ます。また、他の関連部署に関する内容については、社内回覧規定を盛込みます。 

・「内部統制事務局」の事務局員の教育の一環として、最低月１回社内セミナーを実施

し、貴取引所規則全般の知識の向上を目的とします。 

・「内部統制事務局規程」（仮称）の施行については、平成 22 年 9 月末迄に取締役会の 

決議を経て、社内に周知徹底を実施いたします。 

 

    以上を確実に実施することにより、今回の様な事態は今後発生しないものと考えており 

    ます。 
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Ⅱ 改善報告書提出日以降の進捗状況 

１．機関設置に関して 

弊社は、平成 22 年 9 月 30 日取締役会を開催し、機関設置に関して定款の一部を変更し、

平成 23 年 3 月開催予定の定時株主総会に議案の付議及び決議することを決定しました。 

 

①機関を設置するに当たり、変更する条文は、下記のとおりです。 

現行定款 （機関）第４条 

 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

                （１）取締役会 

                （２）監査役 

                  ＜新設＞ 

                  ＜新設＞ 

変更案  （機関）第４条  

 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

                （１）取締役会 

                （２）監査役 

                （３）監査役会 

                （４）会計監査人 

 

   なお、「監査役会」の設置の決議を得た後、下記の規程を制定することを決定いたしま

した。 

・監査役会規程 

   

②「社外監査役」の人選については、下記のとおりです。 

現在２名（常勤監査役１名・非常勤（社外）監査役・弁護士）の監査役を、新たに 

１名（非常勤（社外）監査役）増員し、３名の体制に変更します。 

なお、増員１名の就任に当たり、財務分野の専門家（税理士）の内諾を得ております。 

 

    ③「会計監査人」の人選については、下記のとおりです。 

信成監査法人に、就任を依頼しました。 

なお、その就任に当たり、信成監査法人の内諾を得ております。 
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２．社内における内部統制体制に関して 

  弊社は、平成 22 年 9 月 30 日取締役会を開催し、「内部統制規程」（平成 22 年 10 月 1 日

制定）を決定いたしました。 

 

①「内部統制規程」の主な内容は、下記のとおりです。 

・内部統制を統括するため、「内部統制最高責任者」を置き、社長が就任しました。 

・最高責任者の命を受け、管理本部内に「内部統制事務局」の機関を設置し、管理本

部長を「内部統制事務局長」とし、事務局の構成は「内部統制事務局員」にしてお

ります。 

・「内部統制事務局員」は、取引所からの公表文書を整理・確認し、すべての公表文

書はプリントするとともに日付順、項目別順にファイル保管することとし、いつで

も閲覧できるようにしました。 

・ファイルの管理・保管の責任者は「内部統制事務局長」とし、責任の所在を明確に

しました。 

・各「内部統制事務局員」の判断だけではなく、「内部統制事務局長」は、すべての

公表文書に対して、決済の責任者となり、取締役会に報告する体制にいたしました。 

      ・他の関連部署に関する内容については、社内に回覧することになりました。 

なお、詳細につきましては、＜添付資料＞１．「内部統制規程」及び２．「内部統制 

組織図」のとおりであります。 

 

②「内部統制事務局」の事務局員の教育の一環として、最低月１回「社内研修」を実施

し、貴取引所規則全般の知識の向上を目的といたしました。 

     平成 22 年 4 月～平成 22 年 10 月 14 日現在までに開催しました「社内研修」と年内に 

開催を予定しております「社内研修」は、＜添付資料＞３．「内部統制事務局ミーティ

ング議事録一覧表」に記載のとおりであります。 

 

    ③「内部統制規程」の周知徹底につきましては、平成 22 年 10 月 1 日以降、実施いたし 

ました。具体的には下記のとおりです。 

・平成 22 年 9 月 30 日取締役会において、すべての取締役は内容を承認しました。 

・平成 22 年 10 月 1 日以降、営業本部長より、営業本部部員に周知を行いました。 

・同じく、同日以降、生産本部においては、大多喜工場長及び府中工場長通達より、 

工場総務責任者を通じて、各工場従業員に周知を行いました。 

     ・なお、「内部統制規程」は、すべての事業所において、いつでも閲覧可能な状況にな

っております。 

     

以 上 
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  ＜添付資料＞ 
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第一章  総  則 

 
（目  的） 

第１条  この規程は、当社における業務の適正を確保するため、内部統制および内部監査の計画・実 
施及び報告に関する基本的事項を定め、円滑かつ効果的な運営に資することを目的とする。 

 
（定  義） 

第２条 この規程において「内部統制」とは、次の４項目について措置を講じ統制することをいう。 
（１）業務の有効性 
（２）財務報告の信頼性 
（３）法令遵守の体制 
（４）資産の保全の措置 

  ２．この規程において「内部監査」とは、業務の効率性および違法性について監査をおこない、

必要に応じて是正改善等の措置を講じ、業務の適正を確保することをいう。 
 
（適用範囲） 

第３条 この規程は、株式会社ハマイ（以下、会社）に関わる全事業所および全従業員に適用する。 
 
（内部統制最高責任者） 
第４条 内部統制を統括するため、内部統制最高責任者（以下、最高責任者）を設置する。 
  ２．最高責任者は、社長をもって充てる。 
 
（内部統制事務局） 

第５条 会社は、最高責任者の命を受け、内部統制事務局（以下、事務局）を設置する。 
  ２．事務局の構成は、内部統制事務局長（以下、事務局長）および内部統制事務局員（以下、事

務局員）とする。 
  ３．事務局長は、管理本部長をもって充てる。 
  ４．事務局員は、当社の各本部より推薦された従業員をもって充てる。 
 
（事務局および事務局員の役割） 

第６条 事務局は、目的を達成するための計画、整備、運用評価等の業務について推進する。 
  ２．事務局は、定期的に内部統制会議をおこなう。 

３．事務局は、事務局員に対し内部統制および内部監査についての教育をおこなう。 
４．事務局員は、内部監査人を兼ねるものとする。 
５．事務局員は、内部統制に係わる関係省庁および取引所の公表文書等を収集し、必要に応じ事

務局および管理本部長に報告をおこなう。なお、管理本部長は会社政策等に関する重要案件

については取締役会で審議する。 
 

（事務局員の権限） 
第７条 事務局員の権限は次のとおりとする。 
    （１）関連部門に対する帳票及び諸資料の提出又は説明、評価監査の実施上必要な要求 
    （２）評価監査の実施上必要と認められる各種会議への出席又は議事録の閲覧 
 
（事務局員の責任） 
第８条 事務局員は、次の事項を遵守しなければならない。 
     （１）業務上知り得た事項は、正当な理由なくして他に洩らしてはならない。 
     （２）評価監査は、すべて事実に基づいて常に公正不偏の態度を保持しなければならない 
     （３）いかなる場合においても被監査部門の業務の処理・方法等について、直接指揮命令    

をしてはならない。 
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（他の監査機関との関係） 
第９条 事務局は、監査役及び監査役会ならびに会計監査人等と密接に連携を保ち、監査効率の向上 

を図るよう努めなければならない。 
 

第二章 内部統制 

 
（内部統制計画書の作成） 

第１０条 事務局は、事業年度毎に内部統制計画書を作成し事務局長の承認を得なければならない。  
 
（内部統制の整備） 

第１１条 事務局は、社内規程および業務マニュアル（業務フロー、業務記述書を含む）等の状況に

ついて現状把握し、整備作業を推進する。 
２．事務局長は、関連部門に対し必要に応じて上記ドキュメントの見直し指示をおこなう。 

 
（内部統制の運用評価） 

第１２条 事務局員は、整備した事項が適正に運用されているかについて運用評価をおこなう。 
   ２．事務局長は、不備もしくは重要な欠陥があった場合、是正措置の指示をおこなう。 
 
（内部統制報告書の作成） 

第１３条 事務局長は、運用評価した結果に基づいて、最高責任者に報告をおこない、内部統制報告

書の作成をおこなう。 
 

第三章 内部監査 

 
（内部監査の種類と監査要領） 

第１４条 内部監査の種類は次のとおりとする。 
（１）業務監査 
   業務活動が会社の方針、計画、制度、諸規定に従って正しく行われているか監査 
（２）特命監査 
   前各号以外で、社長が特に命じた事項についての監査 

２．内部監査は、書面監査及び実地監査の併用により行う。 
 
（内部監査計画書の作成） 
第１５条 事務局は、事業年度毎に内部監査計画書を作成し事務局長の承認を得なければならない。   

２．内部監査計画書には、次の事項を記載する。 
     監査の方針、範囲、日程、内容及び対象、方法、監査の担当者、その他重要事項 
 
（内部監査の通知） 

第１６条 事務局長は、監査を実施するに当り、予め被監査部門の責任者に通知するものとする。 
但し、緊急又は特に必要と認められる場合は、事前に通知することなく監査を実施するこ

とができる。 
 
（監査調書の作成） 
第１７条 事務局員（内部監査人）は、監査の実施状況について監査調書を作成するものとする。 
 
（監査の講評） 
第１８条 事務局員（内部監査人）は、監査の実施後、現地において被監査部門に対しその結果及び 

所見につき講評し、その内容について被監査部門との合意のもとに講評資料として記録し 
被監査部門及び関係部門に配布する。 
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２．事務局長は、監査の結果について、次の区分による評価を行うものとする。 
  （１）問題なし 
     特に問題なく規程どおりに処理されている事項 
  （２）助言 
     軽微なルール違反、事務処理ミスであり、ただちに改善可能な事項 
  （３）注意 
     軽微又は重大なものを除くルール違反事項 
  （４）勧告 
     重大なルール違反、過失事項、事務処理のミス、もしくは会社に重大な損失を与え   

る恐れのある事項 
 
（内部監査報告書の作成） 

第１９条 事務局長は、監査終了後遅滞なく内部監査報告書を作成し、社長に報告するものとする。 
但し、 監査の結果につき緊急を要すると認めた事項については、口頭をもって監査報告

書に代えることができる。 
２．前項の監査報告書には、次の各号に定める事項を記載する。 

     （１）監査期間、監査対象、監査担当者、監査区分、監査結果 
     （２）改善の必要のある場合の改善案 
     （３）被監査部門からの要望 
     （４）その他 
 
（指摘事項に対する回答） 

第２０条 事務局長は、前条の指摘事項のうち、勧告事項及びその他必要と認めた事項について被監 
査部門の責任者からその改善処置、方針等の回答書を回収し、社長に報告するものとする。 

２．被監査部門の責任者は、事務局長より前項の要求がなされた場合は、所定の回答書に回答 
事項を記入のうえ、報告しなければならない。 

 
（指摘事項の事後確認） 
第２１条 事務局長は、前条の回答書に基づく改善処置実施状況について確認を行い、必要に応じて  
フォローアップ監査を実施する。 
 
（改版履歴） 

第２２条 この規程の改版履歴を次のとおり管理する。 

平成２２年１０月０１日 制定 

 
                                     以上 
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＜添付資料＞ 
 
 ２．内部統制組織図 
 

目 的：「内部統制」および「内部監査」の計画・実施および報告に関する事項を定めて 
    おります。 

 
 
                    社  長 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    事務局長：管理 本部長 
 
                    事務局員：管 理 本 部（２名） 
                          営 業 本 部（１名） 
                          大多喜 工場（１名） 
                          府 中 工 場（１名） 
                     
                      ・事務局は、「内部統制」の計画・整備・運用評価する 
                     ・事務局は、定期的に「内部統制会議」をおこなう 
                     ・事務局は、事務局員の対し「教育」をおこなう 
                     ・事務局員は、「内部監査人」を兼ねる 

・事務局員は、関係法令の「情報収集」し、事務局長は 
重要案件について「取締役会に報告」し審議する。 

                     ・事務局は、内部統制に係る「内部監査」をおこなう。 
 
 
 
                                         以上 
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＜添付資料＞ 

３．「内部統制事務局ミーティング議事録一覧表」  

  原則、下記の実施日程により開催しております。 

① 管理本部の開催 ………………………… 原則毎月１回（原則第３金曜日） 

② 管理本部＋★営業本部の合同開催 …… 原則毎月１回（日時不定） 

③ 管理本部＋●生産本部の合同開催 …… 原則隔月１回（日時不定） 

 

  平成 22 年 4 月～10 月 14 日現在（開催実施済み） 

    実施日    対象者     実施概要（研修テーマ） 

平成 22 年 4 月 23 日（金） 

10：00～10：30 

管理本部長  １名

管理本部  ４名

① 平成 22 年 4 月 14 日提出の「改善報告書」 

提出説明 

②「管理本部」研修予定日程の確認（月１回）

平成 22 年 5 月 10 日（月） 

14：00～14：30 

管理本部長  １名

管理本部    ４名

●生産本部   ４名

① 平成 22 年 4 月 14 日提出の「改善報告書」 

提出説明 

②「生産本部」研修予定日程の確認（隔月１回）

平成 22 年 5 月 13 日（木） 

9：30～10：00 

管理本部長  １名

管理本部  ４名

★営業本部   ４名

① 平成 22 年 4 月 14 日提出の「改善報告書」 

提出説明 

②「営業本部」研修予定日程の確認（隔月１回）

平成 22 年 5 月 21 日（金） 

10：00～10：30 

管理本部長  １名

管理本部   ４名

①「内部統制規程」の原案作成の打合せ 

平成 22 年 6 月 15 日（火） 

9：30～10：00 

管理本部長  １名

管理本部   ４名

★営業本部    ４名

①「内部統制規程」の原案の趣旨説明 

 （営業本部関連事項を含めて） 

平成 22 年 6 月 16 日（水） 

14：00～14：30 

管理本部長  １名

管理本部    ４名

●生産本部   ４名

①「内部統制規程」の原案の趣旨説明 

 （生産本部関連事項を含めて） 

平成 22 年 6 月 25 日（金） 

14：00～14：30 

管理本部長  １名

管理本部    ４名

①「内部統制事務局員」の候補者の選定  

（管理本部） 

平成 22 年 7 月 14 日（水） 

9：30～10：00 

管理本部長  １名

管理本部    ４名

★営業本部    ４名

①「内部統制事務局員」の候補者の選定  

（営業本部） 

（生産本部は文書にて選定を依頼） 

平成 22 年 7 月 23 日（金） 

10：00～10：30 

管理本部長  １名

管理本部    ３名

①「内部統制事務局員」の確定  

（管理本部） 

平成 22 年 8 月 10 日（火） 

9：30～10：00 

管理本部長  １名

管理本部    ３名

★営業本部    ４名

①「内部統制事務局員」の確定  

（営業本部） 

（生産本部は文書にて確定通知受領） 

平成 22 年 8 月 20 日（金） 

10：00～10：30 

管理本部長  １名

管理本部   ３名

① 平成 22 年 9 月 30 日開催予定の取締役会の 

承認事項の打合せ 

平成 22 年 8 月 26 日（木） 

14：00～14：30 

管理本部長  １名

管理本部   ３名

●生産本部   ４名

① 平成 22 年 9 月 30 日開催予定の取締役会の 

承認事項の打合せ 

（生産本部関連事項） 

平成 22 年 9 月 9 日（木） 

9:30～10：00 

管理本部長  １名

管理本部   ３名

★営業本部   ４名

① 平成 22 年 9 月 30 日開催予定の取締役会の 

承認事項の打合せ 

（営業本部関連事項） 

平成 22 年 9 月 17 日（金） 

9：00～9：40 

管理本部長  １名

管理本部    ３名

① 取締役会の承認事項の最終打合せ 

（定款の一部変更議案、内部統制規程） 

※ 生産本部は、大多喜工場及び府中工場に所属している部員を表す。 
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    実施日    対象者     実施概要（研修テーマ） 

平成22年10月14日（木） 

9：30～10：00 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

★営業本部   ４名

① 10 月 14 日提出の「改善状況報告書」の提

出説明 

 （営業本部関連含む、生産本部関連は 10

月中に別途開催予定） 

②「内部統制規程」の営業本部の周知状況の

  確認 

 

  平成 22 年 10 月 15 日以降の年内の開催予定 

   実施予定日   対象予定者     実施予定概要（研修テーマ） 

平成22年10月15日（金） 

14：00～14：30 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

●生産本部   ４名

① 10 月 14 日提出の「改善状況報告書」の提

出説明 

 （生産本部関連） 

②「内部統制規程」の生産本部の周知状況の

  確認 

平成22年10月22日（金） 

9：30～10：00 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

 

① 年度内の研修日程調整 

（営業本部・生産本部は文書で依頼予定）

平成 22 年 11 月 

（日時未定） 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

★営業本部   ４名

① 本年度の公表文書の再確認 

（生産本部は文書で確認事項通知予定） 

平成 22 年 11 月 

（日時未定） 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

 

① 本年度のすべての公表文書の再確認 

 （対応漏れの有無の確認） 

平成 22 年 12 月 

（日時未定） 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

★営業本部   ４名

① 本年度の反省事項 

② 来年度の研修日程調整（営業本部関連） 

平成 22 年 12 月 

（日時未定） 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

●生産本部   ４名

① 本年度の反省事項 

② 来年度の研修日程調整（生産本部関連） 

平成 22 年 12 月 

（日時未定） 

管理本部長  １名

管理本部  ３名

 

① 本年度の反省事項（全社関連） 

② 来年度の研修日程調整（全社関連） 

③ 株主総会の決議事項の下打合せ 

 

                                            以上 
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